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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞ （税込）

メ ー タ 口 径
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斐川宍道水道企業団　水道事業経営戦略

事業の現況

　料金体系は、口径別料金体系とし、基本料金と従量料金を設定している。
　基本料金については、基本水量を付している。従量料金については、逓増制を採用している。
　資産維持費については、物価上昇及び賃金上昇による工事費の増大を考慮した投資計画を策定している。

33,000円

2,310円

2,750円

3,300円

1,144円

1,144円

1,650円

1,980円

11,000円

51m3以上

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 22,923

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部法適用

483.41

千ｍ

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

斐川宍道水道企業団

水道事業

計 画 期 間 ：

12

～

管 路 延 長

0.47

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 36 年 8 月 11 日

水 源

別添１－２

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

3

151.8円/m3 182.6円/m3 234.3円/m3

㎥／日

令 和 7 年 4 月 1 日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 53.2

計 画 給 水 人 口 39,000

現 在 給 水 人 口 38,394

26～50m3

施 設 数

基本料金(～8m3)
１か月につき

9～25m3

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

事務職 技術職 合計

61歳～ 人 人 人

51～60歳 ３人 ６人 ９人

41～50歳 ２人 １人 ２人

31～40歳 1人 人 １人

～30歳 人 人 人

合計 ６人 ６人 １２人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　給水人口の予測は、過去10年間の出雲市斐川町・島村町及び松江市宍道町の住民基本台帳の人口の推移から将来推計をしている。過去の推移から、当面は斐川町
は増加、宍道町・島村町は減少していくと推測されるが、令和12年度からは斐川町は人口の増加が停滞し、給水区域全体として給水人口は減となっていく。

（令和7年4月1日時点）
⑴組織体制
　企業長：出雲市長　副企業長：松江市長
　事務局：事務局長、事務局次長、2課
⑵職員数・職種・年齢構成等
　職  員  数：12人
　職　　　種：事務職6名、技術職6名
　年齢構成：30代１名、40代2名、50代9名

これまでの主な経営健全化の取組

⑴料金改定
　令和7年4月に水道料金を改定（平均改定率13％）

⑵民間活用
　維持管理業務の一部を民間委託（施設の巡回・監視、末端給水栓簡易水質検査、夜間休日の問い合わせ対応など）

⑶広域化
　島根県水道広域化推進協議会への参加

給水人口の予測

　別紙、「経営比較分析表」のとおり

(管理課長兼務)

(課長1名含む)

会計係
（2）

収納係
（2）

配水係
（3）

施設係
（2）

企業長
（出雲市長）

副企業長
（松江市長）

事務局長
（1）

事務局次長
（1）

管理課
（4）

工務課
（6）

実績← →予測 単位：人

R6実績 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

給水人口 38,394 38,463 38,534 38,608 38,683 38,761 38,666 38,572 38,479 38,388 38,297 38,208



（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

料金収入の見通し

　令和７年度の料金改定により収益は増加し、令和11年度までは安定した収益が予想される。その後令和12年度からは有収水量の微減により、給水収益は徐々に減少
に転じる。

目 標

　安全で強靭な水道システムを構築するため、計画的に施設及び管路の更新や耐震化を行う。
　また、その持続のため、管路更新化計画、耐震化計画などに基づき、合理的な施設再構築を図る。

　令和6年度の有収率は91.77％で、全国平均及び類似団体よりも高い水準となっている。この水準を継続していく。
　また、1.12％（R6年度決算）と全国平均及び類似団体より高い水準となっている管路更新率の水準も維持していく。

⑴老朽管更新事業
　１年当たりの更新延長を6kmとし、必要な事業費として年間約3.8億円を見込む。

⑵管路耐震化事業
　構成市である出雲市及び松江市からの意見を踏まえ、公共下水道区域及び公共下水道区域外の重要給水施設へ向けた管路の耐震化を図る。

⑶施設更新事業
　ポンプや遠隔監視制御システム等の更新事業費を見込む。

⑷その他
　上下水道料金システム、公用車等の更新事業費を見込む。

　職員は構成市から派遣されているため、組織の見通し（人数の増減、人事異動）については、構成市の人事課に委ねられている。

水需要の予測

組織の見通し

斐川宍道水道企業団水道ビジョン(令和2年3月策定)で、次のとおり基本理念及び基本方針を定めている。

〇基本理念
　安全で強い水道を未来につなぐ

〇基本方針
　1.「安全」…水質の安全性確保
　　安定した水源を確保し、水道原水の水質監視、原水水質に応じた適切な浄水処理、管路内及び給水装置における水質保持と衛生対策の徹底に努めます。
　2.「強靭」…災害対策の強化
　　老朽化した施設を計画的に更新し、構造物や管路の耐震性を向上します。重要給水施設への管路など優先順位を考慮して事業の投資効果を高めます。また、地震
や風
　水害への施設対策を行うとともに、被災時のバックアップ運用を検討し、応急復旧や応急給水の体制を拡充します。
　3.「持続」…事業経営の維持
　　水道事業に関わる職員と組織体制を確保し、技術や知識の向上につなげる人材育成に務めます。また、施設の適切な維持管理と整備を行うとともに、適正な料金収
入の

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

　令和7年度以降、有収水量は給水人口とともに増となり、令和12年度から減に転ずる。

実績← →予測 単位：㎥/日

R6実績 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

有収水量 11,198 11,214 11,229 11,246 11,262 11,279 11,258 11,238 11,217 11,197 11,178 11,158

実績← →予測 単位：百万円

R6実績 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

給水収益 588.9 666.2 667.1 669.8 668.9 669.8 668.6 669.4 666.4 665.3 664.3 665.0



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

　－

令和8年度予算にアセットマネジメント策定を予定

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

現在の水道サービス の レベルを保ちながら、将来世代への負担が過度に大きくならない水準で企業債借入を抑制し、かつ安定的な
内部留保資金を確保するための財源を確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

⑴企業債
　企業債残高対給水収益比率が類似団体平均値より非常に高い率（令和6年度決算時で約670％）にあるため、毎年度の借入額が元金償還額を上回らないように借入額
を設定した。

⑵内部留保資金
　給水収益のおおむね1/2を確保する。

⑶国庫補助金
　管路耐震化事業に係る補助制度を活用する。

⑷料金回収率
　100％以上とする。

　以上の目標を達成するため、令和7年4月から平均改定率13％増の料金改定を実施し、さらに令和12年度から20％の料金改定を計画に反映させている。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　－

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　－

そ の 他 の 取 組 　－

島根県水道広域化推進協議会への参加　広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

⑴人件費
　令和6年度の決算額を基準とした上で、直近の人事院勧告における給与改定率を考慮した。

⑵委託料
　定例業務は令和6年度決算実績を基準とし物価上昇率を反映させた。また、年度によって発注量に変動があるものについては予定業務量を考慮した。

⑶動力費
　令和6年度決算値を基準とし、物価上昇率を反映させた。

⑷企業債償還元金及び支払利息
　既存分　償還計画値を計上した。
　新規分　元利均等（償還期間:40年　年利率:2.2％）とした。

⑸減価償却費
　既存分減価償却費に、投資計画で取得した資産の減価償却費を加算した。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

経営戦略の事後検証は毎年度の決算後に速やかに行い、経営状況を反映した収支計画の見直しを行う。
また、事後検証結果を踏まえ、必要に応じて令和12年度から予定している料金の改定内容についても再検討を行う。

経営戦略の改定については、経営戦略の収支計画との乖離や他計画との内容の整合性を検証し、3～5年ごとに行う。
改定を行った場合は議会へ報告するとともに、ホームページ上に公表することで住民への周知を図る。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

令和5年度末の料金審議会からの答申を受け、令和7年4月から平均改定率13％増の料金改定を実施したが、答申後、管路耐震化
計画を策定しており、投資額が増加している。
耐震化事業については事業費の1/3の国庫補助金対象ではあるが、残りは自己財源で賄う必要があり、くわえて企業債の借入額抑
制を目標としていることから、自己財源の確保のため料金改定の検討の必要がある。

　－

令和5年度末の料金審議会からの答申を受け、令和7年4月から平均改定率13％増の料金改定を実施したが、答申後、管路耐震化
計画を策定しており、投資額が増加している。
現行料金体系では将来的に収支均衡が図れず、また収支計画で定めた財源方針を満たすこともできないため、必要な財源確保のた
め料金改定の検討が必要である。

　－

そ の 他 の 取 組 　－

企 業 債



全体総括

86.52

①経常収支比率
営業収益が微増となったが、減価償却費や修繕
費、委託料等の営業費用の増加が上回り、数値は
下がった。
③流動比率
現金預金の減により流動資産は減となったが、企
業債の借入抑制等の要因による流動負債の減が上
回り、数値が上がった。
④企業債残高対給水収益比率
給水収益の増と企業債残高の減により、数値が下
がった。
⑤料金回収率
給水原価が上がったことにより、数値が下がっ
た。
⑥給水原価
減価償却費や修繕費、委託料等の営業費用の増に
より、数値が上がった。
⑦施設利用率
配水施設能力を見直した結果、一日配水能力が増
となったため、数値が下がった。
⑧有収率
漏水の発生等により有収率は微減したが、類似団
体に比して高い有収率を維持している。今後も更
なる改善を図る。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率
償却が進み数値が上昇している。管路については
更新計画に基づいて計画的に更新している。更新
対象以外の設備については計画的に修繕を行い、
長寿命化を図っている。
②管路経年化率
昭和50年代に整備した管路の経年化が進んでいる
が、計画的に更新を行い、数値の上昇を抑制して
いる。類似団体及び全国平均に比して経年化率は
低い数値となっている。
③管路更新率
管路更新計画に基づいて計画的に管路更新を実施
している。類似団体及び全国平均と比しても高い
数値となっている。今後も引き続き管路更新を実
施していく。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

近年の物価上昇や人件費の高騰の影響を受け費用
が増加したたため、経常収支比率、料金回収率、
給水原価について数値が悪化した。
令和7年4月から水道料金を改定したことにより、
これらの数値は改善される見込みだが、今後も物
価上昇や人件費高騰が続くことが見込まれるの
で、より一層の経営の効率化を図っていく。

443.76 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 51.95 99.74 2,697 38,394

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

- - - ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A5 その他

経営比較分析表（令和6年度決算）
島根県　斐川宍道水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0.78 1.04 0.86 1.08 1.12

平均値 0.57 0.52 0.48 0.48 0.46

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 111.57 112.07 105.29 105.24 102.36

平均値 108.83 109.23 108.04 107.49 107.15

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 49.22 50.17 51.54 52.19 53.23

平均値 48.83 49.96 50.82 51.82 52.53

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

54.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 12.64 13.98 15.13 15.66 17.01

平均値 18.18 19.32 21.16 22.72 24.16

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

①経常収支比率(％)

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 0

平均値 4.34 4.69 4.72 5.76 4.74

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 183.91 185.78 236.06 187.6 204.64

平均値 327.77 338.02 345.94 329.7 319.99

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 682.84 674.63 657.04 676.31 670.98

平均値 397.1 379.91 386.61 381.56 365.55

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 98.67 102 91.93 92.82 89.83

平均値 95.79 98.3 93.82 95.04 95.42

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 145.26 140.5 156.51 155.41 160.39

平均値 171.13 173.7 178.94 180.19 184.25

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 62.81 61.14 60.23 59.06 53.23

平均値 60.12 60.34 59.54 59.26 60.44

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 89.67 91.72 92.76 92.76 91.77

平均値 84.24 84.19 83.93 83.84 83.39

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【107.26】 【1.61】 【239.69】 【264.86】

【89.21】【60.21】【181.66】【97.59】

【52.41】 【26.78】 【0.59】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 657,470 735,041 737,228 741,356 741,768 744,065 876,647 884,729 881,157 879,845 878,598 873,866
(1) 588,937 666,244 667,064 669,824 668,869 669,798 802,380 803,262 799,690 798,378 797,131 797,999
(2) (B)
(3) 68,533 68,797 70,164 71,532 72,899 74,267 74,267 81,467 81,467 81,467 81,467 75,867

２． 84,664 76,675 80,134 73,876 73,784 70,958 69,405 68,012 66,967 65,162 64,324 58,841
(1) 7,219 6,458 6,008 5,667 5,322 4,975 4,638 4,314 3,990 3,667 3,343 3,017

7,219 6,458 6,008 5,667 5,322 4,975 4,638 4,314 3,990 3,667 3,343 3,017

(2) 69,475 64,882 66,652 61,129 61,778 59,694 58,901 58,254 57,533 56,051 55,537 50,380
(3) 7,970 5,335 7,474 7,080 6,684 6,289 5,866 5,444 5,444 5,444 5,444 5,444

(C) 742,134 811,716 817,362 815,232 815,552 815,023 946,052 952,741 948,124 945,007 942,922 932,707
１． 687,040 698,017 711,055 712,393 733,021 728,269 773,705 769,382 762,259 765,424 746,933 735,594
(1) 67,723 69,712 71,701 73,690 75,678 77,667 77,667 77,667 77,667 77,667 77,667 77,667

34,728 35,770 36,811 37,853 38,895 39,937 39,937 39,937 39,937 39,937 39,937 39,937
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

31,996 32,942 33,890 34,837 35,783 36,730 36,730 36,730 36,730 36,730 36,730 36,730
(2) 253,666 249,291 256,427 263,362 270,350 277,590 297,390 286,060 282,540 282,440 282,390 282,590

65,071 67,024 68,976 70,928 72,880 74,832 74,832 74,832 74,832 74,832 74,832 74,832
41,586 42,833 44,082 45,328 46,575 47,824 47,824 47,824 47,824 47,824 47,824 47,824
1,028 1,059 1,090 1,120 1,151 1,182 1,182 1,182 1,182 1,182 1,182 1,182

145,981 138,375 142,279 145,986 149,744 153,752 173,552 162,222 158,702 158,602 158,552 158,752
(3) 365,650 379,014 382,927 375,341 386,993 373,012 398,648 405,655 402,052 405,317 386,876 375,337

２． 38,012 38,121 39,087 40,540 42,010 43,676 45,431 47,005 48,440 50,117 51,786 53,362
(1) 37,948 38,051 39,017 40,470 41,940 43,606 45,361 46,935 48,370 50,047 51,716 53,292
(2) 64 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

(D) 725,052 736,138 750,142 752,933 775,031 771,945 819,136 816,387 810,699 815,541 798,719 788,956
(E) 17,082 75,578 67,220 62,299 40,521 43,078 126,916 136,354 137,425 129,466 144,203 143,751
(F) 3,378 3,535 3,705 3,878 4,054 4,235 4,854 3,027
(G) 398 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400
(H) 2,980 3,135 3,305 3,478 3,654 3,835 4,454 2,627 △ 400 △ 400 △ 400 △ 400

20,062 78,713 70,525 65,777 44,175 46,913 131,370 138,981 137,025 129,066 143,803 143,351
(I) 694,510 626,392 540,047 465,563 395,864 246,344 255,580 282,089 331,314 379,270 381,447 382,280
(J) 1,040,851 951,173 847,799 773,774 703,916 554,550 585,884 612,539 661,169 708,905 710,873 711,850

184,067 178,932 161,177 161,637 161,478 161,633 183,730 183,877 183,282 183,063 182,855 183,000
(K) 507,892 552,819 542,812 533,506 522,954 513,531 510,877 494,008 492,930 497,406 502,265 501,768

233,373 235,638 225,631 216,325 205,773 196,350 193,696 176,827 175,749 180,225 185,084 184,587

246,820 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059 292,059
( I )

(A)-(B)

(L) △ 532,959 △ 398,354 △ 304,987 △ 240,268 △ 180,962 △ 41,019 △ 75,007 △ 118,531 △ 168,239 △ 211,499 △ 208,608 △ 210,082

(M) 657,470 735,041 737,228 741,356 741,768 744,065 876,647 884,729 881,157 879,845 878,598 873,866

△ 81.06 △ 54.19 △ 41.37 △ 32.41 △ 24.40 △ 5.51 △ 8.56 △ 13.40 △ 19.09 △ 24.04 △ 23.74 △ 24.04

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和9年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

43.7105.6 85.2 73.3 62.8 53.4 33.1 29.2 31.9 37.6 43.1 43.4

令和8年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 244,400 200,000 210,000 200,000 200,000 195,000 180,000 170,000 170,000 170,000 170,000 170,000

２．

３． 37,389 28,138 23,122 22,504 22,849 22,358 21,639 21,550 21,553 21,545 21,580 24,728

４． 9,393 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

５．

６． 12,000 27,871 23,204 26,675 36,938 26,675 25,933 25,417 36,427 33,333

７．

８． 21,587 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

９． 13,200 13,200 13,200 13,200 13,200

(A) 312,769 243,138 273,322 278,575 274,253 272,233 266,777 233,225 232,486 231,962 243,007 243,061

(B)

(C) 312,769 243,138 273,322 278,575 274,253 272,233 266,777 233,225 232,486 231,962 243,007 243,061

１． 413,333 584,104 557,335 553,280 541,537 628,339 579,344 545,155 535,918 534,389 588,464 577,139

27,695 28,526 29,129 29,960 30,791 31,621 31,849 31,849 31,849 31,849 31,849 31,849

２． 260,179 233,373 235,638 225,631 216,325 205,773 196,350 193,696 176,827 175,749 180,225 185,084

３．

４． 66,000

５．

(D) 673,512 883,477 792,973 778,911 757,862 834,112 775,694 738,851 712,745 710,138 768,689 762,223

(E) 360,743 640,339 519,651 500,336 483,609 561,879 508,917 505,626 480,259 478,176 525,682 519,162

１． 263,630 443,935 315,720 313,484 324,311 312,233 338,043 347,524 347,668 352,416 334,489 328,107

２． 65,750 146,831 156,870 140,261 113,874 196,433 122,134 112,472 87,800 81,110 141,626 142,518

３．

４． 31,363 49,573 47,061 46,591 45,424 53,213 48,740 45,630 44,791 44,650 49,567 48,537

(F) 360,743 640,339 519,651 500,336 483,609 561,879 508,917 505,626 480,259 478,176 525,682 519,162

0 △ 0 0 △ 0 0

(G)

(H) 3,951,667 3,918,294 3,892,656 3,867,025 3,850,700 3,839,927 3,823,577 3,799,881 3,793,054 3,787,305 3,777,080 3,761,996

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

7,219 6,458 6,008 5,667 5,322 4,975 4,638 4,314 3,990 3,667 3,343 3,017

3,984 3,604 3,379 3,209 3,036 2,863 2,694 2,532 2,370 2,209 2,047 1,884

3,235 2,854 2,629 2,459 2,286 2,113 1,944 1,782 1,620 1,459 1,297 1,134

46,782 38,138 33,122 32,504 32,849 32,358 31,639 31,550 31,553 31,545 31,580 34,728

28,088 24,069 21,561 21,252 21,425 21,179 20,820 20,775 20,777 20,773 20,790 22,364

18,695 14,069 11,561 11,252 11,425 11,179 10,820 10,775 10,777 10,773 10,790 12,364

54,001 44,596 39,130 38,171 38,171 37,333 36,277 35,864 35,543 35,212 34,923 37,745

令和17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

計

そ の 他

令和14年度 令和15年度 令和16年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和16年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度令和9年度令和8年度


